
島根大学・学術研究院人文社会科学系・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１５２０１

基盤研究(C)（一般）

2023～2018

オープンデータ活用政策の実態調査に基づく経済効果の推計

Estimation of Economic Effect based on the fact-finding survey of Open Data 
Utilization Policy

３０２４３４１３研究者番号：

野田　哲夫（Noda, Tetsuo）

研究期間：

１８Ｋ０１５７０

年 月 日現在  ６   ６ １４

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：①オープンデータの範囲やその活用の定義、オープンデータの活用により期待される
効果の種類と規模、推計のために整備が望まれる基礎データ、の３点についての検討・定義を行い、
②公共部門におけるオープンデータの活用政策の実態調査およびアンケート調査(Web調査)とアリング調査の集
計によって、公共部門におけるオープンデータの経済効果推計を行った。
③ ②と併行して民間部門（産業分野）におけるオープンデータを活用したビジネスモデルの実態調査を通じて
事例分析によって、民間部門におけるオープンデータの経済効果推計を行った。

研究成果の概要（英文）：① Examined and defined three points: the scope of open data and its use, 
the type and scale of effects expected from the use of open data, and the basic data that should be 
prepared for estimation.
② Estimated the economic effects of open data in the public sector by conducting a survey on the 
actual state of open data utilization policies in the public sector and compiling the results of a 
questionnaire survey (web survey) and an all-in-one survey.
③ In parallel with ②, estimated the economic effects of open data in the private sector by 
conducting case analysis through a survey of the actual state of business models that utilize open 
data in the private sector (industrial sector).

研究分野：情報経済論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
① 学術的意義：オープンデータ活用による経済効果の推計は、先行研究によるパラメータの援用や分野・産業
別のオープンデータ活用の相違を考慮しないものであった。本研究では実態調査によって公共部門のオープンデ
ータ化の比率や民間部門の活用比率を異なる分野毎に推計することでそれぞれパラメータ設定した学術的に独自
性のある研究である。
② 社会的意義：OECD諸国に比べてオープンデータ化が遅れており経済や政治プロセスに対する貢献が乏しい日
本における公共データの公開・活用における課題抽出、オープンデータ化とビジネスモデル化の推進するための
行政改革および経営計画策定につながる社会的にも意義の高い研究である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
公共データのオープン化による経済効果推計に関しては調査機関の Tasman(2008, 2009)が
空間情報技術の活用効果を事業者へのインタビューを基に GDPへの影響を規定するパラメ
ータを部門毎に設定した上で経済効果を推計している。続いて EU European Commissionに
よる Vickery 調査(2011)が EU27 カ国を対象に公共セクター情報まで広げて経済効果を推計
している。しかしながら、推計に際しては Tasman調査による変数に従って EU各国の推計
を行いそれらの平均をとるという手法が用いられており、独自の調査・パラメータ設定に基
づく推計という性質には乏しく、先行研究にバイアスがある場合にはこれを拡大している
可能性がある。また日本でも、研究代表者も参加した Innovation Nippon 研究会・実積他(2013)
「オープンデータの経済効果推計」が公共データの利用が直接・間接の受益者を含む日本経
済全体へ与える波及効果を推計しているが、推計に際しては Vickery調査等と同様に Tasman
調査によるパラメータ設定に従っており、同様の問題を抱えていた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本におけるオープンデータ活用政策による経済効果の推計を行うこ
とである。行政機関等が収集・保有する公共データを二次利用しやすい形で公開するオープ
ンデータの活用は大きな経済効果をあげることが期待されているが、日本では OECD 諸国
に比べてオープンデータ化が遅れており経済や政治プロセスに対する貢献が乏しい。そこ
で研究期間内に、① オープンデータとその活用による経済効果の推計方法について手法
面・データ面からの再検討を行い、② 公共部門におけるオープンデータ化の実態調査・統
計調査を分野別に進め、③ 民間部門におけるオープンデータを活用したビジネスモデルの
実態調査と類型化を通じて市場価値の推計を行う。これらを総合したオープンデータ活用
政策による経済効果の推計を行うことが目的であった。 
 
 
３．研究の方法 
① オープンデータとその活用による経済効果の推計方法について手法面・データ面から
の再検討を行う。最新の文献研究によって、(ⅰ)オープンデータの範囲やその活用の定義、
(ⅱ)オープンデータの活用により期待される効果の種類と規模、(ⅲ)推計のために整備が望
まれる基礎データ、の３点についての検討・定義を行う。 

 
② 公共部門におけるオープンデータの活用政策の実態調査を、オープンデータの範囲を
政府や地方自治体の行政機関等が保有する公共データに限り、オープンデータ化比率等を
アンケート調査(Web調査)とヒアリング調査によって推計する。行政機関等においては、そ
れぞれの該当する分野(空間情報、医療・福祉、教育、観光、産業等)に対応してそれぞれの
公共部門が保有する、(a) 公共データ、 (b) オープンデータ化比率、 (c) オープンデータ化
コストを分野毎に公共部門の資産価値として集計・推計、公共部門のオープンデータ化のパ
ラメータ設定を行う。  

 
③ ②と併行して民間部門（産業分野）にお
けるオープンデータを活用したビジネスモデ
ルの実態調査と類型化に関して、(d) オープ
ンデータ活用経済効果、 (e) 非オープンデー
タ経済逸失、 (f) 他手段活用による経済効果、
(h) オープンデータ化による新市場創出効果
についても産業分野毎に調査を行い、民間部
門の資産価値として集計・推計、民間部門の
オープンデータ活用のパラメータ設定を行
う。またオープンデータを活用したビジネス
の事例分析と類型化、そして分野別の市場価
値の推計を進める。 

 
④ ②、③の調査結果から得られた公共部門の各分野におけるオープンデータ活用比率を
パラメータ(γ)として各分野の経済効果推計を行い、これらを積み上げることによって日本
経済に与える影響の推計を行う。さらに③で推計された各ビジネスモデルの市場価値やオ
ープンデータ活用による新市場の創出効果、新技術による市場拡大効果も併せて推計する。 
 
 
 



４．研究成果 
 ① 最新の文献研究によって、(ⅰ)オープンデータの範囲やその活用の定義、(ⅱ)オープ
ンデータの活用により期待される効果の種類と規模、(ⅲ)推計のために整備が望まれる基
礎データ、の３点についての検討・定義を行った。 
 
② 公共部門におけるオープンデータの活用政策の実態調査およびアンケート調査(Web
調査)とアリング調査の集計によって、公共部門におけるオープンデータの経済効果推計を
行った。 
 
③ ②と併行して民間部門（産業分野）におけるオープンデータを活用したビジネスモデ
ルの実態調査を通じて事例分析によって、民間部門におけるオープンデータの経済効果推
計を行った。民間部門（産業分野）におけるオープンデータを活用したビジネスモデルの実
態調査と類型化に関して、(d) オープンデータ活用経済効果、 (e) 非オープンデータ経済
逸失、 (f) 他手段活用による経済効果、(h) オープンデータ化による新市場創出効果につ
いても産業分野毎に調査を行い、民間部門の資産価値として集計・推計、民間部門のオープ
ンデータ活用のパラメータ設定を行った。またオープンデータを活用したビジネスの事例
分析と類型化、そして分野別の市場価値の推計を進めた。ぞれぞれのビジネスタイプに対応
したケーススタディを行った。(a) 自治体など公共部門におけるデータのオープンデータ
化をサポートするビジネスであるので、今後公共部門のオープンデータ化が進むことによ
って市場が縮小、あるいは伸び悩む一方、(b) 予測収集・集積したデータから付加価値があ
るサービスを提供するビジネスは、今後管理されるデータの量が増えることによって市場
が拡大、(c) さらにオープンデータの分析・解析から予測・マーケティングにつなげるビジ
ネスは、今後人工知能の普及によってより成長する見込みがあることを予測した。一般社団
法人情報サービス産業協会(JISA)会員企業約 500 社に対して「オープンデータ活用企業調
査 Web アンケート」を行い、約 200 社からの回答によって、日本のオープンデータを活用し
た企業のビジネスの「傾向」において、ビジネスタイプ(a) から(b)へ移行（高度化）が進
んでいることを確認し、オープンデータの活用が企業成長に与える影響を推計するための
パラメータ設定を行った。コロナ渦のためにアンケート調査の回答期限を延長したがその
結果集計が遅れ、またオープンデータ活用内容やパラメータ設定に必要な政策部門に対す
るヒアリング調査を行えなかったため、オープンデータ活用政策による経済効果の推計ま
では行えなかった。 
④ 調査研究の方法を変更し、オープンデータ活用政策の経済効果を推計するために、(1)
日本の地方自治体（市町村）に対してオープンデータ導入を含む DX化の効果についての定
量的把握を行うことを意図した「自治体 DX効果推計のためのアンケート」（2023 年 10 月 16
日～11 月 17 日）を実施した。調査依頼に対して回答のあった自治体は 99 自治体（回答率
24.3%）であり、全国の自治体数に対する比率は 5.8%である。 
(2) 前年度までのオープンデータ活用企業調査アンケート結果（③）から日本の企業のビジ
ネスタイプは自治体など公共部門におけるデータのオープンデータ化をサポートするビジ
ネス中心であることに鑑み直接的経済効果は、①DX 投資による需要創出効果として集計し
た。 
(3) 地方自治体におけるオープンデータ活用の経済効果は、②自治体の当該分野における
業務効率化として金額換算して集計した。 
(4) またオープンデータ活用による、③新しいビジネスモデルの創出についても金額換算
して集計した。 
(5) ①4677 億円、②5398 億円、③1843 億円、の集計結果を元にオープンデータ活用の経済
効果を集計するとともに、①を説明変数、②、③を被説明変数とするこ 
とによってオープンデータ投資にたいする経済効果を推計した。また前年度までの研究結
果から推論した③新しいビジネスモデルの創出が進んでいたいことを実証した。 
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